
連結計算書類の「連結株主資本等変動計算書」および「連結注記表」ならびに計
算書類の「株主資本等変動計算書」および「個別注記表」につきましては、法令お
よび当社定款第15条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト
（https://www.chuosoko.co.jp）に掲載することにより株主の皆様に提供して
おります。

第142回定時株主総会招集ご通知に際しての
イ ン タ ー ネ ッ ト 開 示 事 項

連 結 株 主 資 本 等 変 動 計 算 書
連 結 注 記 表

株 主 資 本 等 変 動 計 算 書
個 別 注 記 表

（2021年４月１日から2022年３月31日まで）

株式会社　中 央 倉 庫



（ 自　2021年 4 月 1 日
至　2022年 3 月31日 ）

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

当 連 結 会 計 年 度 期 首 残 高 2,734,294 2,263,807 31,616,317 △98,635 36,515,783

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △426,880 △426,880

親会社株主に帰属する当期純利益 1,352,291 1,352,291

自 己 株 式 の 取 得 △56 △56

株主資本以外の項目の当連
結 会 計 年 度 変 動 額 ( 純 額 )

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額 合 計 － － 925,411 △56 925,355

当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 2,734,294 2,263,807 32,541,728 △98,691 37,441,139

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
非支配株主
持　　　分 純資産合計その他有価証

券評価差額金
為替換算
調整勘定

退職給付に係
る調整累計額

そ の 他 の
包 括 利 益
累計額合計

当 連 結 会 計 年 度 期 首 残 高 3,724,654 △824 149,193 3,873,023 229,035 40,617,842

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △426,880

親会社株主に帰属する当期純利益 1,352,291

自 己 株 式 の 取 得 △56

株主資本以外の項目の当連
結 会 計 年 度 変 動 額 ( 純 額 ) △322,359 10,110 △110 △312,358 18,925 △293,433

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額 合 計 △322,359 10,110 △110 △312,358 18,925 631,922

当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 3,402,295 9,286 149,083 3,560,664 247,960 41,249,764

連結株主資本等変動計算書

（注） 記載金額は千円未満を切捨てて表示しております。
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連結注記表
１. 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

⑴ 連結の範囲に関する事項
　連結子会社 ２社：中倉陸運㈱、中央倉庫ワークス㈱

⑵ 持分法の適用に関する事項
① 持分法適用の関連会社 ３社：㈱文祥流通センター、ユーシーエス㈱、安田中倉国際貨運代理（上海）

有限公司
② 持分法の適用の手続について特に記載すべき事項

　持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、各社の直近の事業年度に係る計算書
類を使用しております。

⑶ 連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

⑷ 会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ 有価証券
その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの　　　時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平
均法により算定しております。）

市場価格のない株式等　　　　　　　　移動平均法による原価法
ロ 棚卸資産

貯蔵品　　　　　　　　　　　　　　　　最終仕入原価法
（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法によ
り算定しております。）

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法によっております。ただし、賃貸用資産の一部については、定額法によっております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物　　　10年～65年
機械装置及び運搬具　 4 年～17年

ロ 無形固定資産（リース資産を除く）
定額法によっております。ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法によっております。
ハ リース資産

・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっております。

・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

③ 重要な引当金の計上基準
イ 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権
については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

ロ 賞与引当金
従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額を計上しております。

ハ 役員賞与引当金
役員賞与の支出に備えるため、当連結会計年度に負担すべき支給見込額を計上しております。

④ 収益及び費用の計上基準
当社グループは、下記の５ステップアプローチに基づいて、収益を認識しております。

ステップ１：顧客との契約を識別する
ステップ２：契約における履行義務を識別する
ステップ３：取引価格を算定する
ステップ４：取引価格を契約における履行義務に配分する
ステップ５：企業が履行義務の充足時に又は充足するにつれて収益を認識する

当社グループは、主に倉庫業、運送業、国際貨物取扱業の３部門に関係する事業を行っており、それらの事業
における主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のと
おりであります。
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イ　サービスの提供に係る収益
サービスの提供に係る収益には、主に、倉庫業における貨物の保管、在庫管理、入出庫及びこれに付随する

流通加工等の作業等、運送業における貨物の輸配送、国際貨物取扱業における輸出入手続等の通関業務及び輸
出梱包作業等に係る収益が含まれ、履行義務が一時点で充足される場合にはサービスの提供完了時点におい
て、一定期間にわたり充足される場合にはサービス提供期間にわたり履行義務の充足に係る進捗度に応じて収
益を認識しております。

ロ　商品の販売に係る収益
商品の販売に係る収益には、主に国際貨物取扱業における梱包資材等の販売に係る収益が含まれ、引渡時点

において顧客が当該商品に対する支配を獲得、履行義務が充足されると判断し、収益を認識しております。
これらの履行義務に対する対価は、履行義務充足後、別途定める支払条件により概ね３ヶ月以内に受領して

おり、重大な金融要素は含んでおりません。
なお、当社グループの役割が代理人に該当すると判断される取引については、顧客から受け取る額から仕入

先に支払う額を控除した純額を収益として認識しております。
⑤ 退職給付に係る会計処理の方法

退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見込額に基づき、退職給
付債務から年金資産の額を控除した額を計上しております。

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、
給付算定式基準によっております。

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定年数（10年）に
よる定額法により発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定年数（10年）による定額法により、費用
処理しております。

未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果を調整の上、純資産の部におけるその他
の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。

なお、一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職一時金制度については、退
職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とし、企業年金制度については、直近の年金財政計算上の数
理債務をもって退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。
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２. 会計方針の変更に関する注記
（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい
う。）等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又
はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。

これにより、国際貨物取扱業の一部の収益について、従来は、顧客から受け取る対価の総額を収益として認識し
ておりましたが、顧客への財又はサービスの提供における当社グループの役割（本人又は代理人）を判断し、当社
グループの役割が代理人に該当すると判断される取引については、顧客から受け取る額から仕入先に支払う額を控
除した純額を収益として認識する方法に変更しております。

収益認識会計基準の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従ってお
り、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当連結会計年度の期首
の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しておりますが、当連結会計年度の期首までの累
積的影響はありません。

この結果、当連結会計年度の営業収益、営業原価ともに4,923,225千円減少しておりますが、販売費及び一般管
理費、営業利益、経常利益及び親会社株主に帰属する当期純利益に与える影響はありません。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業
会計基準第10号　2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める
新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。これによる連結計算書類への影響はありませ
ん。

３. 会計上の見積りに関する注記
（有形固定資産の評価）
⑴ 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

有形固定資産　：　29,482,634千円
⑵ 会計上の見積りの内容について連結計算書類利用者の理解に資するその他の情報

当社グループは、有形固定資産に減損の兆候がある資産または資産グループについて、当該資産または資産グ
ループから得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額がこれらの帳簿価額を下回る場合には、減損損失を認
識しております。

当社グループは、倉庫業、賃貸業、運送業、梱包業、通関業等の事業を営んでおり、事業の種類及び性質に応
じて、倉庫業、運送業及び国際貨物取扱業の３つの報告セグメントとしておりますが、事業所においては複数の
事業を行っております。有形固定資産は、事業用資産、共用資産、遊休資産に分類しており、事業用資産につい
ては、他の資産または資産グループのキャッシュ・フローから概ね独立したキャッシュ・フローを生み出す最小
の単位である各事業所を資金生成単位とみなしております。決算資料において、事業所ごとに資産または資産グ
ループの時価の下落、収益性の低下や経営環境の著しい悪化等に基づき減損の兆候判定を行っており、収益性の
低下の検討においては、管理会計システムから出力した各事業所の営業損益を基礎として、全社費用を一定の基
準により配賦した後の営業活動から生じる損益を使用しております。

減損の兆候があると認められた場合には、事業所単位の事業計画を基礎にして、資産または資産グループの中
の主要な資産の経済的残存使用年数にわたり、当該資産または資産グループから得られる割引前将来キャッシ
ュ・フローの総額を見積り、帳簿価額との比較を行っております。当該見積りの基礎となる事業計画において
は、収益の予測に重要な影響を与える日本国内の貨物及び輸出入貨物の取扱量に一定の仮定を置いております。

なお、当連結会計年度において、減損の兆候は識別しておりません。
また、新型コロナウイルス感染症拡大により社会経済活動が停滞している影響は、翌連結会計年度においては

徐々にではありますが減少していき、貨物取扱量も回復基調となるものと仮定しており、現時点において当社グ
ループの事業活動及び経営成績等に与える影響は限定的であると考えております。

しかしながら、今後、日本や諸外国でのより深刻な感染の拡大や事後的な状況の変化により、日本国内の貨物
及び輸出入貨物の取扱量が大幅に減少した場合には、翌連結会計年度の連結計算書類に影響を及ぼす可能性があ
ります。
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① 担保に供している資産
建物 2,128,740千円
土地 814,516千円
　計 2,943,256千円

② 担保に係る債務
短期借入金 590,000千円
一年内返済予定の長期借入金 259,000千円
長期借入金 1,069,750千円
　計 1,918,750千円

⑵ 有形固定資産の減価償却累計額 32,181,278千円

株 式 の 種 類 当 連 結 会 計 年 度
期 首 株 式 数 （ 株 ）

当 連 結 会 計 年 度
増 加 株 式 数 （ 株 ）

当 連 結 会 計 年 度
減 少 株 式 数 （ 株 ）

当 連 結 会 計 年 度 末
株 式 数 （ 株 ）

発 行 済 株 式

普 通 株 式 19,064,897 － － 19,064,897

合 計 19,064,897 － － 19,064,897

自 己 株 式

普 通 株 式 92,423 49 － 92,472

合 計 92,423 49 － 92,472

決 議 株 式 の 種 類 配当金の総額
(千円)

１ 株 当 た り
配 当 額 ( 円 ) 基 準 日 効 力 発 生 日

2 0 2 1 年 ６ 月 2 5 日
定 時 株 主 総 会 普 通 株 式 237,155 12.50 2021年３月31日 2021年６月28日

2 0 2 1 年 1 1 月 1 0 日
取 締 役 会 普 通 株 式 189,724 10.00 2021年９月30日 2021年12月７日

計 426,880

配当金の総額 265,613千円
１株当たり配当額 14円00銭
基準日 2022年３月31日
効力発生日 2022年６月27日

４. 連結貸借対照表に関する注記
⑴ 担保に供している資産及び担保に係る債務

⑶ 保証債務
連結会社以外の会社の金融機関からの借入に対して、次のとおり債務保証を行っております。

豊通ペットリサイクルシステムズ㈱　　　　　　　　　       84,250千円

５. 連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取りによるものであります。
⑵ 配当に関する事項

① 配当金支払額

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
2022年６月24日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとおり提案する予定

であります。

なお、配当原資につきましては、利益剰余金とすることを予定しております。
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６. 金融商品に関する注記
⑴ 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針
当社グループは、設備投資計画に照らして、必要な資金を主に銀行借入により調達しております。一時的な余

資は主に安全性の高い預金により運用し、また、短期的な運転資金を銀行借入により調達しております。
② 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形及び営業未収入金は、顧客の信用リスクに晒されております。
投資有価証券である株式は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されて

おります。
営業債務である支払手形及び営業未払金は、そのほとんどが３ヶ月以内の支払期日であります。
借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金は主に設備投資に係る資金調達

であります。
③ 金融商品に係るリスク管理体制

イ 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理
当社グループは、営業債権について、主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日

及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。
ロ 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、取引先企業との関
係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

ハ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
当社グループは、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許

流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。
④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含ま
れております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することに
より、当該価額が変動することがあります。
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連 結 貸 借 対 照 表
計 上 額 （ 千 円 ） 時 　 価 （ 千 円 ） 差 　 額 （ 千 円 ）

投 資 有 価 証 券

　 そ の 他 有 価 証 券 9,074,794 9,074,794 －

資 産 計 9,074,794 9,074,794 －

長 期 借 入 金 2,313,000 2,318,672 5,672

負 債 計 2,313,000 2,318,672 5,672

種 類 取 得 原 価
（千円）

連 結 貸 借 対 照 表
計 上 額 （ 千 円 ） 差 　 額 （ 千 円 ）

連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額 が
取 得 原 価 を 超 え る も の 株 式 3,294,120 8,258,900 4,964,779

連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額 が
取 得 原 価 を 超 え な い も の 株 式 951,335 815,894 △135,441

合 計 4,245,456 9,074,794 4,829,338

連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額 （ 千 円 ）

関 連 会 社 株 式 172,273

そ の 他 有 価 証 券

非 上 場 株 式 298,996

合 計 471,269

１ 年 以 内
（千円）

１ 年 超
５ 年 以 内

（千円）

５ 年 超
1 0 年 以 内

（千円）

1 0  年  超
（千円）

受 取 手 形 373,561 － － －

営 業 未 収 入 金 4,802,613 － － －

合 計 5,176,175 － － －

１ 年 以 内
（千円）

１ 年 超
２ 年 以 内

（千円）

２ 年 超
３ 年 以 内

（千円）

３ 年 超
（千円）

長 期 借 入 金 509,500 509,500 304,500 989,500

リ ー ス 債 務 7,948 68,341 68,685 548,046

合 計 517,448 577,841 373,185 1,537,546

⑵ 金融商品の時価等に関する事項
2022年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

なお、市場価格のない株式等は、投資有価証券には含めておりません。（（注）２．参照）
また、預金、受取手形、営業未収入金、支払手形及び営業未払金、短期借入金は短期間で決済されるため時価が

帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。

（注）１. 有価証券に関する事項
有価証券はその他有価証券として保有しており、これに関する連結貸借対照表計上額と取得原価との差額は
以下のとおりであります。

２. 市場価格のない株式等
市場価格のない株式等は、投資有価証券には含めておりません。当該金融商品の連結貸借対照表計上額は以
下のとおりです。

３. 金銭債権の連結決算日後の償還予定額

４. 長期借入金、リース債務の連結決算日後の返済予定額
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区分
時価（千円）

レベル1 レベル2 レベル3 合計

投資有価証券

その他有価証券

株 式 9,074,794 － － 9,074,794

区分
時価（千円）

レベル1 レベル2 レベル3 合計

長 期 借 入 金 － 2,318,672 － 2,318,672

⑶ 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の3つのレベルに分

類しております。
レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価
レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定した時価
レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属す

るレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。
①　時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

②　時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

（注）時価の算定に用いた評価具法及びインプットの説明
投資有価証券
　投資有価証券はすべて上場株式であり相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引され
ているため、その時価をレベル１の時価に分類しております。
長期借入金
　元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、割引率現在価値法により算定
しており、レベル２の時価に分類しております。
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連結貸借対照表計上額（千円） 当連結会計年度末の時価
（千円）当連結会計年度期首残高 当 連 結 会 計 年 度 増 減 額 当 連 結 会 計 年 度 末 残 高

3,301,696 3,330,837 6,632,534 9,049,669

報告セグメント（千円）

倉庫業 運送業 国際貨物取扱業 計

顧客との契約から生じる収益 6,232,496 13,052,654 4,217,719 23,502,870

その他の収益 428,740 － － 428,740

外部顧客への営業収益 6,661,237 13,052,654 4,217,719 23,931,611

① １株当たり純資産額 2,161円13銭
② １株当たり当期純利益 71円28銭

７. 賃貸等不動産に関する注記
⑴ 賃貸等不動産の状況に関する事項

当社グループは、京都府を中心に、賃貸用の倉庫、土地、建物その他施設を有しております。当連結会計年度に
おける当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は191,834千円（賃貸収益は営業収益に、主な賃貸費用は営業原価に計
上）であります。

⑵ 賃貸等不動産の時価に関する事項
賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、当連結会計年度増減額及び時価は、次のとおりであります。

（注）１. 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。
２. 当連結会計年度増減額のうち増加額は自社使用不動産から賃貸等不動産への振替（79,761千円）及び設備

投資（3,551,524千円）であり、減少額は賃貸等不動産から自社使用不動産への振替（170,440千円）及び
減価償却額（130,007千円）であります。

３. 当連結会計年度末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額（指標等を用
いて調整を行ったものを含む。）であります。

８. 収益認識に関する注記
⑴ 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

主要な財又はサービス別に分解した収益の情報は以下のとおりであります。

⑵ 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
「会計方針に関する事項」の「収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

９. １株当たり情報に関する注記
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（ 自　2021年 4 月 1 日
至　2022年 3 月31日 ）

（単位：千円）
株 主 資 本

資本金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本
合　　計資本準備金 資本剰余金

合　　　計 利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金
合　　　計圧縮記帳

積 立 金
配　当
積立金

別　途
積立金

繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 2,734,294 2,263,807 2,263,807 442,207 1,410,086 1,031,000 21,410,000 5,867,376 30,160,670 △98,635 35,060,136

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △426,880 △426,880 △426,880

当 期 純 利 益 1,249,827 1,249,827 1,249,827

圧縮記帳積立金の取崩 △7,602 7,602 － －

自 己 株 式 の 取 得 △56 △56

株 主 資 本 以 外 の
項 目 の 当 期 変 動 額 ( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 － － － － △7,602 － － 830,550 822,947 △56 822,891

当 期 末 残 高 2,734,294 2,263,807 2,263,807 442,207 1,402,483 1,031,000 21,410,000 6,697,927 30,983,618 △98,691 35,883,028

評価・換算差額等

純資産合計そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 3,708,986 3,708,986 38,769,123

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △426,880

当 期 純 利 益 1,249,827

圧縮記帳積立金の取崩 －

自 己 株 式 の 取 得 △56

株 主 資 本 以 外 の
項 目 の 当 期 変 動 額 ( 純 額 ) △349,899 △349,899 △349,899

当 期 変 動 額 合 計 △349,899 △349,899 472,992

当 期 末 残 高 3,359,087 3,359,087 39,242,116

株主資本等変動計算書

（注） 記載金額は千円未満を切捨てて表示しております。

－ 10 －



個別注記表
１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

⑴ 資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券

子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法
その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの　　　時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均
法により算定しております。）

市場価格のない株式等　　　　　　　　移動平均法による原価法
② 棚卸資産

貯蔵品　　　　　　　　　　　　　　　　最終仕入原価法
（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により
算定しております。）

⑵ 固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法によっております。ただし、賃貸用資産の一部については、定額法によっております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　　　　15年～65年
構築物　　　　　　　　10年～50年
機械装置　　　　　　　 7 年～17年
車両運搬具　　　　　　 4 年～ 6 年
工具、器具及び備品　　 5 年～20年

② 無形固定資産（リース資産を除く）
定額法によっております。ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法によっております。
③ リース資産

・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっております。

・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

⑶ 引当金の計上基準
① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に
ついては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金
従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額を計上しております。

③ 役員賞与引当金
役員賞与の支出に備えるため、当事業年度に負担すべき支給見込額を計上しております。

④ 退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、発生し

ていると認められる額を計上しております。
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、給付

算定式基準によっております。
数理計算上の差異は、各期の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定年数（10年）による定額法

により発生の翌期から費用処理しております。
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定年数（10年）による定額法により費用処

理しております。
⑷ 収益及び費用の計上基準

当社は、下記の５ステップアプローチに基づいて、収益を認識しております。
ステップ１：顧客との契約を識別する
ステップ２：契約における履行義務を識別する
ステップ３：取引価格を算定する
ステップ４：取引価格を契約における履行義務に配分する
ステップ５：企業が履行義務の充足時に又は充足するにつれて収益を認識する

当社は、主に倉庫業、運送業、国際貨物取扱業の３部門に関係する事業を行っており、それらの事業における主
な履行義務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりでありま
す。
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イ　サービスの提供に係る収益
サービスの提供に係る収益には、主に、倉庫業における貨物の保管、在庫管理、入出庫及びこれに付随する

流通加工等の作業等、運送業における貨物の輸配送、国際貨物取扱業における輸出入手続等の通関業務及び輸
出梱包作業等に係る収益が含まれ、履行義務が一時点で充足される場合にはサービスの提供完了時点におい
て、一定期間にわたり充足される場合にはサービス提供期間にわたり履行義務の充足に係る進捗度に応じて収
益を認識しております。

ロ　商品の販売に係る収益
商品の販売に係る収益には、主に国際貨物取扱業における梱包資材等の販売に係る収益が含まれ、引渡時点

において顧客が当該商品に対する支配を獲得、履行義務が充足されると判断し、収益を認識しております。
これらの履行義務に対する対価は、履行義務充足後、別途定める支払条件により概ね３ヶ月以内に受領して

おり、重大な金融要素は含んでおりません。
なお、当社の役割が代理人に該当すると判断される取引については、顧客から受け取る額から仕入先に支払

う額を控除した純額を収益として認識しております。
⑸ その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

退職給付に係る会計処理
退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の未処理額の会計処理の方法は、連結計算書

類におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。

２. 会計方針の変更に関する注記
（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい
う。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサ
ービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。

これにより、国際貨物取扱業の一部の収益について、従来は顧客から受け取る対価の総額を収益として認識して
おりましたが、顧客への財又はサービスの提供における当社の役割（本人又は代理人）を判断し、当社の役割が代
理人に該当すると判断される取引については、顧客から受け取る額から仕入先に支払う額を控除した純額を収益と
して認識する方法に変更しております。

収益認識会計基準の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従ってお
り、当事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当事業年度の期首の利益剰
余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しておりますが、当事業年度の期首までの累積的影響はあ
りません。

この結果、当事業年度の営業収益、営業原価ともに4,923,225千円減少しておりますが、販売費及び一般管理
費、営業利益、経常利益及び当期純利益に与える影響はありません。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会計
基準第10号　2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新た
な会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。これによる計算書類への影響はありません。

３. 会計上の見積りに関する注記
（有形固定資産の評価）
⑴ 当事業年度の計算書類に計上した金額

有形固定資産　：　29,028,825千円
⑵ 会計上の見積りの内容について計算書類利用者の理解に資するその他の情報

連結注記表に記載のとおりであります。
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① 担保に供している資産
建物 2,128,740千円
土地 814,516千円
　計 2,943,256千円

② 担保に係る債務
短期借入金 590,000千円
一年内返済予定の長期借入金 259,000千円
長期借入金 1,069,750千円
　計 1,918,750千円

⑵ 有形固定資産の減価償却累計額 30,288,384千円

① 短期金銭債権 1,128千円
② 短期金銭債務 367,216千円

① 営業取引による取引高
営業収益 60,546千円
営業原価 3,696,555千円
販売費及び一般管理費 2千円

② 営業取引以外による取引高 25,367千円

株 式 の 種 類 当 事 業 年 度 期 首
株  式  数 （ 株 ）

当 事 業 年 度 増 加
株  式  数 （ 株 ）

当 事 業 年 度 減 少
株  式  数 （ 株 ）

当 事 業 年 度 末
株  式  数 （ 株 ）

普 通 株 式 92,423 49 － 92,472

４. 貸借対照表に関する注記
⑴ 担保に供している資産及び担保に係る債務

⑶ 保証債務
連結会社以外の会社の金融機関からの借入に対して、次のとおり債務保証を行っております。

豊通ペットリサイクルシステムズ㈱　　　　　　　　　　       84,250千円
⑷ 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

５. 損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

６. 株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取りによるものであります。
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繰延税金資産
賞与引当金 57,950千円
未払事業税 27,160千円
有形固定資産 744,588千円
投資有価証券 12,314千円
退職給付引当金 47,613千円
長期未払金 5,724千円
その他 157,562千円

繰延税金資産小計 1,052,913千円
評価性引当額 △20,925千円
繰延税金資産計 1,031,988千円
繰延税金負債

圧縮記帳積立金 △614,449千円
その他有価証券評価差額金 △1,385,418千円

繰延税金負債計 △1,999,867千円
繰延税金負債の純額 △967,879千円

① １株当たり純資産額 2,068円38銭
② １株当たり当期純利益 65円88銭

７. 税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳

８. 収益認識に関する注記
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報について、連結注記表に同一の内容を記載しており

ますので、記載を省略しております。

９. １株当たり情報に関する注記

10. 連結配当規制適用会社に関する注記
当社は、連結配当規制適用会社であります。
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